
財務書類を活用した分析指標
　⼀般会計等財務書類について，総務省が⽰している「財務書類等活用の⼿引き」に基づき，６つの指標で
分析を⾏いました。
　なお，類似団体平均値は，令和２年度財務書類が各⾃治体から出揃っていないため算定されていないので
令和元年度を掲載しています。

■１．資産形成度〜将来世代に残る資産はどれくらいあるのか〜

①市⺠⼀⼈当たり資産額【R1類似団体平均値︓3,096千円】
　年度末時点における資産総額を住⺠基本台帳⼈⼝で割ることにより，市⺠⼀⼈当たりにいくら資産がある
のかを⾒ることができます。

市⺠⼀⼈当たり資産額＝資産合計／住⺠基本台帳⼈⼝
【単位︓千円，⼈】

②有形固定資産の⾏政目的別割合
　有形固定資産の⾏政目的別割合を⾒ることにより，⾏政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたか
などの特徴を把握し，今後の資産整備の⽅向性を検討するのに役⽴てることができます。

【単位︓千円，％】

住⺠基本台帳⼈⼝ 34,152 34,777
令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

市⺠⼀⼈当たり資産額 1,822 1,769
資産合計 62,214,756 61,535,968
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③歳⼊額対資産比率【R1類似団体平均値︓4.4年】
　当該年度の歳⼊総額に対する資産の割合を⾒ることにより，これまでに形成されたストックとしての資産が，歳
⼊の何年分に相当するかを表し，資産形成の度合いを測ることができます。

歳⼊額対資産比率＝資産合計／歳⼊総額

歳⼊総額︓資⾦収⽀計算書各部の「業務収⼊」，「臨時収⼊」，「投資活動収⼊」，「財務活動収⼊」
及び「前年度末資⾦残⾼」の合計額

資産合計︓貸借対照表の資産合計額
【単位︓千円，年】

④有形固定資産減価償却率（資産⽼朽化比率）【R1類似団体平均値︓58.3％】
　有形固定資産のうち，土地等の非償却資産を除く償却資産（建物，工作物等）の取得価額等に対する
減価償却累計額の割合を⾒ることにより，耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体
として把握することができます。この比率が⾼いほど施設の⽼朽化が進んでいると⾔えます。

有形固定資産減価償却率（資産⽼朽化比率）
=減価償却累計額／(有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額)

減価償却累計額︓事業用資産及びインフラ資産に属する各減価償却累計額の合計額
土地等の非償却資産︓土地，⽴⽊⽵，建設仮勘定，物品の合計

【単位︓千円，％】

■２．世代間公平性〜将来世代と現世代との負担の分担は適切か〜

①純資産比率【R1類似団体平均値︓77.6％】
　資産に対する純資産の割合を⾒ることにより，現世代が⾃らの負担によって将来世代も利用可能な資源を
どの程度蓄積したかがわかります。この比率が⾼いほど財政状況が健全であると⾔えます。

純資産比率＝純資産合計／資産合計

歳⼊総額 28,837,447 23,574,695
令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

歳⼊額対資産比率 2.2 2.6
資産合計 62,214,756 61,535,968

土地，⽴⽊⽵，建設仮勘定，物品 17,598,503 17,611,382
有形固定資産合計 50,303,270 51,530,377
減価償却累計額 190,709,167 189,404,668

有形固定資産減価償却率 85.4 84.8



【単位︓千円，％】

②社会資本形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）【R1類似団体平均値︓14.9％】
　社会資本について将来の償還等が必要な負債による形成割合を⾒ることにより，社会資本等形成に係る将
来世代の負担の比重がわかります。ここでは，有形固定資産等を地⽅債の借⼊によってどれくらい整備したのか
を分析します。この比率が⾼いほど将来世代が負担する割合が⾼いことを表します。

社会資本形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）＝地⽅債／有形・無形固定資産

地⽅債︓「地⽅債」，「１年内償還予定地⽅債」の合計額から特例地⽅債を除いた額
有形・無形固定資産合計額︓「有形固定資産」と「無形固定資産」の合計額

【単位︓千円，％】

■３．持続可能性〜財政に持続可能性があるか（どれくらい借⾦があるのか）〜

①市⺠⼀⼈当たり負債額【R1類似団体平均値︓694千円】
　年度末時点における負債総額を住⺠基本台帳⼈⼝で割ることにより，市⺠⼀⼈当たりにいくら負債がある
のかを⾒ることができます。

市⺠⼀⼈当たり負債額＝負債合計／住⺠基本台帳⼈⼝
【単位︓千円，⼈】

純資産合計 39,800,044 38,063,614
令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

純資産比率 64.0 61.9
資産合計 62,214,756 61,535,968

社会資本形成の世代間負担比率 23.8 24.3
有形・無形固定資産合計額 50,305,408 51,533,228

地⽅債 11,991,240 12,508,375

負債合計 22,414,712 23,472,355
住⺠基本台帳⼈⼝ 34,152 34,777

令和２年度 令和元年度

市⺠⼀⼈当たり負債額 656 675



②基礎的財政収⽀（プライマリーバランス）【R1類似団体平均値︓△413,700千円】
　資⾦収⽀計算書から，地⽅債等の元⾦償還額を除いた歳出と，地⽅債発⾏収⼊を除いた歳⼊のバラン
スで⽰され，当該数値がプラスとなる場合は，経済成⻑率が⻑期⾦利を下回らない限り経済規模に対する
地⽅債等の比率は増加せず，⾏政サービスの経費を毎年税収等で賄えており，持続可能な財政運営であ
ると⾔えます。
　また，公共施設等の整備等を⾏った場合には投資活動収⽀が⾚字になるため，指標数値が負となることも
ありますが，これは地⽅債を発⾏して投資活動を⾏っているためです。

基礎的財政収⽀
=業務活動収⽀－⽀払利息⽀出＋投資活動収⽀-(基⾦取崩収⼊-基⾦積⽴⾦⽀出)

【単位︓千円】

■４．効率性〜⾏政サービスは効率的に提供されているか〜

①市⺠⼀⼈当たり⾏政コスト【R1類似団体平均値︓516千円】
　年度末時点における純⾏政コストを住⺠基本台帳⼈⼝で割ることにより，市⺠⼀⼈当たりの純⾏政コストを
⾒ることができます。

市⺠⼀⼈当たり純⾏政コスト＝純⾏政コスト／住⺠基本台帳⼈⼝

【単位︓千円，⼈】

業務活動収⽀ 3,263,305 622,660
令和２年度 令和元年度

基⾦取崩収⼊ 796,631 1,122,583
投資活動収⽀ △ 1,917,380 △ 412,940
⽀払利息⽀出 94,868 118,206

令和２年度 令和元年度

基礎的財政収⽀ 2,733,946 355,079
基⾦積⽴⾦⽀出 2,089,784 1,149,736

市⺠⼀⼈当たり⾏政コスト 693 558
住⺠基本台帳⼈⼝ 34,152 34,777

純⾏政コスト 23,652,456 19,395,953



■５．弾⼒性〜資産形成を⾏う余裕はどのくらいあるか〜

①⾏政コスト対税収等比率
　⼀般財源等に対する純⾏政コストの割合を⾒ることにより，資産形成の伴わない純⾏政コストに⼀般財源等
がどれだけ使われたかがわかります。

⾏政コスト対税収等比率＝純⾏政コスト／（税収等+国県等補助⾦）

【単位︓千円，％】

■６．⾃律性〜受益者負担の⽔準はどうなっているか〜

①受益者負担比率【R1類似団体平均値︓4.9％】
　⾏政サービスに係る受益者負担である経常収益を経常費用と比較することにより，⾏政サービスの提供に対
する受益者負担の割合を⾒ることができます。

受益者負担比率＝経常収益（⾏政サービスに係る受益者負担）／経常費用

【単位︓千円，％】

税収等 16,105,345 14,354,123
純⾏政コスト 23,652,456 19,395,953

令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

⾏政コスト対税収等比率 93.1 100.0
国県等補助⾦ 9,310,690 5,041,552

受益者負担比率 3.0 3.5
経常費用 24,290,557 20,140,980
経常収益 724,490 704,747


